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本研究では，山陰・伯備新幹線の整備が国民経済や地域経済に与える効果を検討するため，既往研究で

提案されたMasRACを用いた計量分析を行った．供用10年目までのGDP累計に着目すると，山陰新幹線の

整備により最大約3兆円，伯備新幹線の整備により最大約4兆円の効果が得られた．また鳥取・島根の両県

では，山陰新幹線の整備で，人口においては約６～10％の水準で増加し，GRPについてはそれぞれ約1.4兆

円，約1.8兆円の累積効果が得られた．伯備新幹線の整備では，鳥取県で約14％、島根県で約26％の人口

増、累積のGRPは鳥取県で約3.0兆円、島根県で約5.8兆円という結果となった．山陰・伯備の両新幹線の

整備では，鳥取・島根の両県で約30〜40%の人口増加，GRPは約6.9兆円，約6.3兆円の累積増分が得られ，

中国地方における新幹線網拡充の意義の大きさが改めて確認された．  
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1. 本研究の背景と目的 

 

これまで我が国において，五次にわたる全国総合

開発計画など各時代の国土構造を踏まえた国土計画

が策定され，それらの計画に基づき様々なインフラ

整備が実施されてきた．とりわけ高度経済成長期以

降，我が国においては急速な人口増加，経済成長，

都市化に対応し，人，物をより大量かつ高速に輸送

し，円滑な経済活動を支えるため，首都東京や大阪

など都市部や都市間を結ぶ新幹線を中心とした交通

網の整備が行われた．その結果，それら幹線交通網

の整備により整備沿線地域における人口集中，経済

規模の拡大が促され，東京，名古屋，大阪は三大都

市圏へと発展した．しかし三大都市圏の発展に伴い，

地方では人口の流出，経済規模の縮小といった問題

が生じており，地方にも新幹線整備など大規模イン

フラ投資が必要であると考えられる． 

 しかしながら近年，厳しい財政制約，公共事業の

充足感，非効率性の指摘等により，公共事業に対し

て世論やマスメディアからは批判的な声が高まって

おり1)，平成9年度に10兆円を超えていた政府全体の

公共事業関係費は，平成28年度には6兆円まで削減

され2)，公共事業を行うことの重要性は軽視される

傾向にある．このため地方においては新幹線をはじ

めとするインフラ整備が未発達のままとなっており，

このことが地方と都市との経済格差，人口格差を一

層色濃いものとしている． 

現状，国土交通省3)を中心として交通インフラ整

備などの公共事業の着手判断の基準としては費用便

益分析（B/C）が広く用いられている．B/Cとは，

インフラ整備による便益（Benefit）として走行時間

短縮便益，走行経費減少便益，交通事故減少便益の

3便益の総和を計上し，整備と維持管理に必要とさ

れる費用で除したものである．しかしながらこの便

益には，公共事業を行うことによる雇用創出や地域

経済の活性化，大都市圏から地方への分散効果（国

土のバランス是正）などが考慮されていない．また

公共投資に伴うマクロ経済における影響（国内総生

産の変化等）も評価されておらず，公共事業効果を

過小評価している可能性が指摘されている4)．した

がって，現在の評価方法では交通インフラの整備に

よる便益は過小評価されており，交通インフラ整備

効果をマクロ経済，地域経済において総合的に評価

することが必要であると考えられる． 

そこで門間ら5)は公共事業評価をより適切に行う

べく，道路投資額及び道路整備量を考慮して国内総
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生産の変化等を推計するマクロ計量経済モデルを構

築し，公共投資が財政に与える影響について考察し

た．さらに根津ら6)は，門間らのマクロ計量経済モ

デルを改良し，交通インフラ整備効果が国全体や地

域に及ぼす影響を総合的に評価することが可能なモ

デルシステム「MasRAC（Macroeconomic simulator 

that accounts for Regional Accessibility）」を構築した．

以下MasRACと表記する.このMasRACは，門間らの

構築した従来のマクロ計量経済モデルに加え，各地

域の人口分散，地域内総生産の推計などを行える点

で，従来のモデルシステムより優れていた．さらに

片岡ら7)は，根津らの提案したモデルシステムにお

いて発生していた，「インフラ整備直後に急激に効

果が発現する」「鉄道と道路の整備効果の相違が考

慮されていない」といった問題点に着目し，本モデ

ルにおいて交通インフラの整備水準を表すアクセシ

ビリティの定義式の改善を行っている．本研究では，

片岡らの改善したモデルを用いて「山陰新幹線整備

（鳥取まで）」「山陰新幹線整備（米子まで）」

「伯備新幹線整備」「山陰・伯備新幹線整備」を想

定し，その整備効果がマクロ経済及び沿線府県の地

域経済に与える影響のシミュレーション推計を行う．

これにより今後の山陰・伯備の両新幹線整備評価に

おいて，マクロ経済効果及び，地域経済活性化効果

を取り込んだ適切な評価と計画策定を可能とするの

に資するような知見を供することを目的とする． 

 

2. 既往研究と本研究の位置づけ 

 

交通インフラ整備など公共事業の評価には，主と

して二つの効果が想定されている8)．一つはフロー

効果で，公共事業そのものにより生産，雇用，消費

等の経済活動が創出され，事業の実施時点から即座

に経済全体を拡大させる効果である．新幹線整備に

おいては，建設業等の産業において生産活動，雇用

が生じ，また建設業従事者を中心に消費活動が活性

化し，経済全体にその効果が波及するということが

考えられる．もう一つはストック効果で，事業を通

じて整備された社会資本が機能することによって，

他の経済活動が強化·円滑化され，継続的に中長期

にわたり得られる効果である．新幹線建設において

は，当該地域の交通利便性が向上することにより立

地が改善され，工場などが多く立地するようになれ

ば，その地域の経済規模が拡大することが見込める． 

本章ではこのような交通インフラ整備効果におけ

る評価手法やその改善を試みている既往研究につい

て整理を行う． 

中川ら9)は，鉄道（在来線）や高速道路の整備の

有無により，市町村内で生ずる人口増加率の変化を

明らかにした．この研究では，鉄道が整備された市

町村の人口増加率が高いことや，1960年代以降は高

速道路の整備に関しても同様の傾向があることを明

らかにしている． 

中里10)は道路建設への投資を対象とし，地域の経

済成長との関係を明らかにした．1960年代～70年代

に産業の集積度の低い地域に高速道路を整備したこ

とで，地域の市場規模の拡大を促し，地域経済が成

長した可能性があることを論じた． 

片田ら11)は公共投資の景気対策としての有効性の

分析にあたり，社会資本の形成により誘発され，新

たに生み出される有効需要の効果について，産業連

関分析に基づき論じている．この際，公共事業の種

類ごとに事業費当たりの生産誘発率を各年代で示し，

当時はそれが減少傾向下にあったものの，道路橋梁

や高速道路整備は比較的高い生産誘発効果を促すこ

とを示唆した． 

藤井12)はデフレーション下において公共事業を実

施することによって，名目GDPや税収，平均給与や

出生数の増加，失業率の減少等，様々な指標におい

て改善の効果があることを指摘している．とりわけ，

デフレーション経済下において，1兆円の公共事業

の増加は，約5兆円の名目GDPの増加や約1.6兆円の

総税収の増加をもたらす可能性を示し，1998年より

税収が10兆円弱減少したことの背景には，公共事業

費の削減の影響がある可能性を指摘している． 

小池ら13)は地域における第二最短経路と企業の生

産活動との関係について定量的に分析した．これに

よると比較的交通ネットワークが脆弱な地域におい

ては，第二最短経路の所要時間短縮効果が地域経済

の発展に寄与する可能性を示唆している． 

また要藤ら14)は日本の非都心地域への高速道路整

備に焦点を当て，社会資本整備がもたらす地域経済

への広域的な成長効果を推定した．これによると高

速道路整備が地方都市へもたらす長期的な成長効果

が確認されたが，産業別にみると製造業や卸売業で

は出荷額，販売額が増えるものの，農業や小売業に

おいては，道路整備のための用地買収や道路開通を

通じた労働力移動が原因で減少することが明らかに

なった．さらに高速道路整備地域に比べ，隣接地域

では大きな成長効果が表れる一方で，さらに一つ地

域を隔てた隣々接地域には負の経済効果が見られる

ことを示した． 

また小池ら15)は中国地方での過去の高速道路整備

が，人口流出や産業活動に与えた影響を分析し，高

速道路整備が中国地方全体の製造業の発展，活性化

に影響を及ぼしたことを明らかにした．一方人口に

おいては都市部では増加し，中山間地域では減少し

たことからストロー効果の存在があったことを指摘

している． 

このように交通インフラ整備がもたらす便益の評

価について，様々な研究がなされてきた．しかしこ

れら既往研究において，ストック効果について評価

しているものはあくまで整備地域に限定された議論

を行っており，フロー効果について評価しているも

のは，地域経済への影響を十分に評価していないと

いう問題点がある． 

 小池ら 16)は旅客トリップを明示した空間的応用

一般均衡モデルを構築した．このモデルは新幹線な

どの旅客交通整備による業務トリップ及び自由トリ

ップの需要変化を表現し，それに伴う地域便益の計
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測を行うことを可能としている．一方で、想定され

た国土空間がそれ毎に閉じた経済となっていること，

さらに地域間での人口移動が考慮されていないこと

から，算出された交通インフラ整備効果の妥当性の

検証やモデル改善の必要性が指摘されている． 

ここまで新たに交通インフラ整備や公共投資を行

った場合の効果について扱った既往研究について概

観した．しかしマクロ経済における需要と供給のイ

ンバランスを考慮し，公共投資のストック効果やフ

ロー効果について評価するとともに，地域内総生産，

地域人口の推移を評価するモデルは構築されていな

いといえる．それらを総合的に評価できるモデルシ

ステムを提案しているものとして，根津ら，片岡ら

の研究があげられる．当該研究では門間ら5)，樋野

ら17)によって提案されたインフレ，デフレ期といっ

た経済状況の違いによる影響と交通インフラ投資額，

及びインフラ整備量を考慮し，国内総生産の変化等

を推計可能にしたマクロ計量経済モデルを利用し，

さらにそれにより推計されたGDPを基に，地域単位

でのGRPや人口といった各種指標を推計，評価でき

るモデルシステムを構築している．このモデルシス

テムはMasRACと命名されており，本研究ではこの

MasRACを用いて，山陰，伯備新幹線の整備シナリ

オを想定，分析を行う．そして両新幹線を整備する

ことによるマクロ経済，地域経済への投資効果を評

価するものとする． 

 

3．  MasRACについて 
 

本章では本研究で用いるモデルシステムMasRAC

の概要とその特徴について説明する．なおモデルの

詳細については片岡らの既往文献7)を参照されたい． 

 

(1)  MasRACによるシミュレーションの流れ 
 

本節ではまず，MasRACによるシミュレーション

過程の概要について説明する．MasRACは，前述し

たような交通網整備を進めていくことで，整備地域

をはじめ各都市間移動の所要時間が短縮し，企業活

動が活発化するとともに，人口や各種都市機能が集

積することで経済が活性化される効果や，交通網整

備のための公共投資により総需要が押し上げられる

効果を想定しているものである．そしてそれらの効

果は，インフラ整備がなされた地域を中心に，広範

な地域へと波及することを想定している．このモデ

ルは，上位モデルとなるマクロ経済モデルにおいて，

日本全体へのマクロ経済効果(GDP)を推計した上で，

地域単位での総生産であるGRPや地域人口を下位モ

デルで推計する構造となっている．なお，本研究で

扱う「地域」の単位としては，国土交通省18）が定

義する207生活圏ゾーンを使用する．なお各生活圏

内に居住している人は，当該生活圏で労働している

という仮定をおくこととする． 

次項よりアクセシビリティについて，また

MasRACの上位モデルである，マクロ経済モデル，

ならびに下位モデルである地域帰着便益，経済状況

の評価モデルについて記述する． 

 

(2)  アクセシビリティ（ACC）について 

アクセシビリティはMasRACにおいて，生産や消

費，また地域の人口，総生産の水準に影響を与える

重要な変数である．本研究では以下のようにアクセ

シビリティを定義している．以下の定義式に基づき、

道路と鉄道のアクセシビリティを別々に算出し，マ

クロモデル，地域モデルに外生的に与える．なお，

tijは各生活圏の代表地点（国土交通省が定める中心

駅）間の移動所要時間である． 

 

 

 

 

 

 

表-1 MasRAC推計の流れ 
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       (1) 

      (2) 

ACCi : 生活圏 iのアクセシビリティ 

POPｊ：生活圏ｊの居住人口 

tij : 生活圏 ij間の所要時間 

ACC : 全国のアクセシビリティ 

 

 

     (3) 

 

：民間消費関数または生産関数 

道路アクセシビリティ 

:鉄道アクセシビリティ 

 

 

 

両アクセシビリティについては，後述するマクロ

モデルでは式（3）のように，生産関数、消費関数

にて両アクセシビリティの係数の比が無限大に発散

することを回避しつつ，係数（a,b,c）を推定した．

すなわち，各交通モードのアクセシビリティが，民

間消費関数及び生産関数に与える影響の比（a）を

推定した．なおそれぞれの係数は生産関数と消費関

数で異なる． 

 

(3)  MasRACにおけるマクロモデルの概要 
 

本項では，MasRACのマクロ経済モデルについ

て記述する．マクロモデルでは，既往研究で使用さ

れている公共投資のマクロ経済効果のシミュレーシ

ョンモデルを用いる．当モデルは，門間らによって

構築された，道路局モデル19)や内閣府経済財政モデ

ル20)を出発点とし，近年の日本の経済状況を分析す

る上で有用と思われる改善を加えたものがベースと

なっている．そして交通インフラ網整備による地域

間の連結性を表現するアクセシビリティ(ACC)の向

上を考慮していることと公共投資額の変化に応じた

実質GDP等の変化を推計することに加え，インフ

レ・デフレ状況といったマクロ経済トレンド下で公

共投資の乗数効果が異なることを考慮した変数を内

在している点に特徴がある(モデル概要図は図-1参

照)．マクロモデルの全体の枠組みは，物価の影響

を考慮し，交通インフラ投資のフロー効果，ストッ

ク効果を算出するモデルとなっている．モデルの体

系は，実質GDP（需要）が需要項目別に推計され，

潜在（供給）GDPは，投資から推計された民間資本

ストック，分配サイド（雇用者報酬）から推計され

た労働人口から稼働率や失業率を考慮し推計される．

得られた実質GDPと潜在GDPの比較によりインフレ

ギャップ及びデフレギャップが算定され，このギャ

ップ変数に基づき，需要項目別のデフレータ等の物

価変数が推計される．さらに物価変数によりGDPデ

フレータが算定され，名目GDPが求まり，雇用者報

酬などの所得分配が決定される．所得が民間最終消

費支出等の実質GDPにフィードバックしてモデルが

閉じる．また一方，推計された金利より為替レート

が算定され，アメリカのGDPとあわせて輸出入額が

求まり，これらより実質GDPが推計される構造とな

っている． 

 

(4)  MasRACにおける地域モデル概要 

 

本節では，MasRAC の地域モデルについて述べる．

 
図-1 マクロ経済モデル概要図 

 

第 60 回土木計画学研究発表会・講演集



 

 5 

地域モデルでは，交通網整備による地域の労働生産

性の向上を考慮し，地域内の人口並びに地域内総生

産（GRP）を推計する．またこの際，地域ごとに推

計された人口，総生産の総和が，実際の全国人口の

推移やマクロ経済モデルで推計した実質 GDP と異

なるため，これらをコントロールトータルとして地

域毎に算出した人口や総生産の推計値の割合に応じ

て，総人口，GDP を各地域に按分する．（表-1 参

照）以下に詳細な推計手順を説明する．なお地域モ

デルにおいて，人口は生活圏単位でパラメータ推定

並びに推計を行うが，1 人当たり生産額については，

生活圏単位でのデータ収集が困難であるため，内閣

府県民経済計算 21)に記載のデータを用いた． 

a) 地域内人口推計モデル 

地域内人口推計モデルについて説明する．数々の

既往研究でも述べられたように，交通インフラ整備

を行うことによって，当該地域から人口の流出入が

発生することが考えられる．例えば生産年齢人口

（15 歳以上 65 歳未満）は，新幹線整備によって産

業の集積が進むことで増加すると考えられる．一方，

老年人口（65 歳以上）はそうした産業の集積の影

響を受けにくいと考えられる等，年代によって異な

る推移が見られるものと想定される．本モデルでは，

交通インフラ整備が各年齢階層別に与える影響を考

慮し，年少人口割合，生産年齢人口割合，老年人口

割合，生産年齢人口を従属変数とし，鉄道 ACC，

道路 ACC，インフレ経済成長ダミー（インフレ期

であった 1990 年～1995 年を１，それ以外を 0 とす

るダミー変数），デフレダミー（デフレ期であった

1997 年から 2007 年を１，それ以外を 0 とするダミ

ー変数），リーマンショックダミー，各地域ダミー

を説明変数とする 4 つの重回帰モデルを構築し，パ

ラメータ推定を行った．生産年齢人口，年少人口割

表-2 各地域ダミーの対象地域 

 
 

表-3 生産年齢人口推計モデルパラメータ推定結果 

 
 

表-4 年少人口割合推計モデルパラメータ推定結果 

 
 

表-5 生産年齢人口割合推計モデル 

パラメータ推定結果 
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合，生産年齢人口割合，老年人口割合を従属変数と

したモデル推定結果は表-3，表-4，表-5，表-6 に示

す通りである．パラメータ推定に用いたデータは

1990 年以降の国勢調査を使用している．なお地域

の定義は表-2 のとおりであり，分析に用いる地域

ダミー変数は基準を九州地域とし，九州以外の各地

域について 1 つずつのダミー変数を設け，それらが

1 であるときに当該地域を指し，全て 0 であるとき

に九州地域を指すものとした． 

こうして推定されたパラメータを用いて，整備シ

ナリオ毎に算出された各年のACCから，それぞれの

年の地域内人口を推計する．本研究では地域単位と

して207生活圏ゾーンを用いており，まず各生活圏

内の3つの年齢階層人口（年少人口，生産年齢人口，

老年人口）それぞれが域内人口に占める割合（%）

を前述のモデルにより推計する．次に，生活圏内の

生産年齢人口の絶対数を推計する．その上で，生産

年齢人口の絶対数と，「生産年齢人口の割合と年少

人口割合の比」及び「生産年齢人口と老年人口の

比」を用いて，各生活圏の暫定的な生活圏内人口を

算出する．ただし，このようにして地域毎に推計さ

れた人口の暫定値の総和は，日本の総人口（実績及

び国立社会保障・人口問題研究所の予測値）と異な

るため，総人口をコントロールトータルとし，上述

のモデルから推計された地域別人口の相互の比率に

応じてこれを按分する． 

 生活圏人口推計の流れをまとめると以下の通り． 

① 生産年齢人口推計値（暫定値）×（年少人口割

合＋生産年齢人口割合＋老年人口割合）÷（生

産年齢 人口割合） 

② 生活圏内人口 =（生活圏内人口（暫定値））

×（全国総人口）÷（生活圏内人口（暫定値）

の全国 

   総和             

b) 地域内総生産推計モデル 

 次に地域内総生産推計モデルについて説明する．

移動コスト（移動時間の長さに比例する時間費用

等）の低減が新幹線整備により生まれ，その結果，

域内の労働生産性が向上すると考えられる．しかし，

産業の様態によって効果は様々であると考えられ，

例えば第 1 次産業は，その生産活動が自然環境に依

存していることを踏まえると，新幹線整備による労

働生産性向上の度合いは第 3 次産業と比較して相対

的に小さいと考えられる．一方で第 3 次産業は，そ

の業態の特徴上，都市部に産業が集積していること

表-6 老年人口割合推計モデルパラメータ推定結果 

 
 

表-7 1 人当たり第１次産業生産額推計モデル 

パラメータ推定結果 

 
 

表-8 1 人当たり第 2 次産業生産額推計モデル 

パラメータ推定結果 

 
 

表-9 1 人当たり第 3 次産業生産額推計モデル 

パラメータ推定結果 
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を考えると，新幹線整備により地方部と首都圏の移

動が円滑になることで，より大きな労働生産性の向

上が見込める．そこでそうした産業別の新幹線整備

に伴う労働生産性向上の違いを評価できるよう，第

1 次，第 2 次，第 3 次産業それぞれの 1 人当たり生

産額を従属変数とし，鉄道 ACC，道路 ACC，農作

物作付面積，インフレ経済成長ダミー，デフレダミ

ー，リーマンショックダミー，各地域ダミーを説明

変数とする 3 つの重回帰モデルを構築し，パラメー

タ推定を行った（表-7，表-8，表-9 参照）また従属

変数には各産業 1 人当たりの生産額の対数を用いた．

パラメータ推定に用いたデータは，GRP は内閣府

の県民経済計算を，農作物作付延面積は農林水産省

「農作物作付け延べ面積及び耕地利用率塁年統計を

使用している.次に推定したパラメータを用いて,整

備シナリオ毎に算出された単年度の ACC から単年

度の地域内総生産（GRP）を推計する流れを説明す

る．地域内総生産推計モデルでは，まず都道府県ご

とに 1 人当たり第 1 次産業，第 2 次産業，第 3 次産

業生産額を推計する．さらにそれらの総和を都道府

県人口と乗じることで，地域内総生産（GRP）の暫

定値を推計する．暫定値の総和はマクロ経済モデル

で推計された全国 GDP とは値が異なるため，全国

GDP をコントロールトータルとし，都道府県毎に

推計された割合に応じて按分する． 

地域内総生産（GRP）推計の流れは以下の通り． 

① 地域内総生産（GRP）（暫定値）=（都道府県

人口） 

  ×（第１次産業 1 人当たり生産額推計値＋第 2

次産業１人当たり生産額推計値＋第 3 次 1 人当

たり生産額推計値） 

② 地域内総生産（GRP）=地域内総生産（GRP）

（暫定値）推計値×（マクロモデルによる GDP

推計値）÷（地域内総生産（GRP）の全国の総

和） 

 

得られたモデル及びパラメータを用いて，次章では

新幹線の新規整備によるアクセシビリティ向上や公

共投資に伴う実質GDPの推移，各地域の人口動態，

総生産額を推計していく． 

 

4．  分析結果 

 

本章では，新規新幹線整備の推計効果を記述する．

新規新幹線による種々の効果の指標として2055年ま

での実質GDP推移，2055年時点での各地域の人口分

布，2055年までの沿線府県別の総生産額累計を推計

した．各整備想定のケースは「山陰整備（鳥取ま

で）」「山陰整備（米子まで）」「伯備整備」「山

陰伯備整備」の4ケースとし，それぞれに対し単線，

複線の二つのシナリオを検討した．なお本モデルに

おいては，単線と複線との，効果現出における差異

は，建設費用の差異から生じるフロー効果が主に該

当する．また複線化のメリットは，速達便をより柔

軟かつ多頻度で運行できることであるが，本試算の

対象地域では多頻度運行を必要としていないため，

所要時間における差異がほとんどなく，本試算のモ

デル上はストック効果に影響を与えない． 

 

(1) 想定する新規新幹線路線とその建設費用 

a)  想定する新規新幹線路線 

本研究で整備を想定する新規新幹線路線網につい

て説明する．本研究では，山陰，伯備新幹線につい

て図-2のような新規新幹線路線のネットワーク網を

想定した．山陰新幹線，伯備新幹線のルートについ 

ては以下のようになる． 

・山陰新幹線 

新大阪-松井山手-京都-東小浜-西舞鶴-岩滝口-豊岡-

湯村温泉-鳥取-倉吉-米子 

・伯備新幹線 

岡山-備中高梁-新見-米子-松江-出雲市 

 

なお，今回対象となっている山陰，伯備新幹線以外

のリニア，整備新幹線については現在建設が想定さ

れているものについては，下記のような仮定を与え

た． 

 

北陸新幹線（金沢～敦賀）2023年開通 

長崎新幹線（長崎～武雄温泉）2023年開通 

リニア中央新幹線（品川～名古屋）2027年開通 

北海道新幹線（新函館北斗～札幌）2031年開通 

リニア中央新幹線（名古屋～新大阪）2037年開通 

北陸新幹線（敦賀～新大阪）2046年開通 

 

b) 建設費用について 

 本分析における各路線の建設費用について説明す

る．建設費用については，路盤費，橋梁費，隧道費

を単線，複線毎にkm単価と路線距離から算出した．

その他，用地費，停車場，変電所費に代表される各

諸費用についても，路線距離，箇所数に応じて算出

している．両新幹線建設費の詳細を表-10，表-11に

示す．これら算出をした建設費用（表12）を2031年

から2045年まで均一に投資した場合の効果を計算す

る．（2045年度末の開通を想定している．） 

(2) マクロモデルによる推計結果 

マクロモデルにおける各ケースの推計結果を記述す

る．マクロモデルはケースごとに算出した建設費用

並びに整備後のアクセシビリティをモデル推計式 

に投じ，アウトプットとして実質GDP等の変化を得

 
図-2 山陰・伯備新幹線ルート図 
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る．以下の図-3は整備しない場合に比較したときの

GDP増分推移である．各ケースで建設が行われてい

る2031年～2045年にかけてはフロー効果が発生し，

2046年～2055年においては新幹線開通によるストッ

ク効果が発現している．山陰新幹線に比して伯備新

幹線の効果が大きい理由は，新幹線整備により岡山

から出雲市までの所要時間が現行の3分の1程度にま

で短縮されるためであると考えられる．建設開始の

2031年から供用開始10年目の2055年までの累積の増

進効果は単線の場合で，山陰（鳥取まで）で約1.43

兆円，山陰（米子まで）で約2.39兆円，伯備で約

3.93兆円，山陰伯備で約6.24兆円，となった．また

複線で建設した場合の効果を図-4に示す．複線では，

建設費用が単線の場合よりも大きくなるため，その

分発現するフロー効果も大きくなる．複線フル規格

における，建設開始の2031年から供用開始10年目の

2055年までの累積の増進効果は，山陰（鳥取まで）

で約1.72兆円，山陰（米子まで）で約2.96兆円，伯

備で約4.15兆円，山陰伯備で約6.94兆円となった． 

 

(3) 地域モデルによる推計結果 

地域モデルでは，各整備ケースで整備後の人口挙

動並びに GRP（地域内総生産）累積額を推計した． 

a) 地域の人口推移について 

人口については，供用開始 10 年後の 2055 年時点の

沿線府県別の増減，及び増減率について掲載する．

各シナリオの結果が図-5，図-6 になる．山陰（鳥

取まで）の整備では，鳥取県においては約 4.4 万人

増（約 7.2％増）島根県においては約 1.7 万人増

（約 2.5％増），山陰（米子まで）の整備では鳥取

県では約 5.3 万人増（約 8.6％），島根県のおいて

は約 4.1 万人増（約 6.1％），伯備整備では，鳥取

県で約 8.5 万人増（約 13.7％），島根県で約 17.8

万人増（約 26.4％増），岡山県で約 1.7 万人増
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山陰伯備なしを基準にしたGDP増分推移（単線）
（2031:建設開始→ 2045:建設完了→ 2055:供用10年目）

山陰新幹線あり（鳥取まで） 山陰新幹線あり（米子まで）

伯備あり 山陰（米子まで）＆伯備あり

図-3 GDP増分推移（単線） 
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「山陰伯備なし」を基準にしたGDP増分推移（複線フル

規格）
（2031:建設開始→ 2045:建設完了→ 2055:供用10年目）

山陰新幹線あり（鳥取まで） 山陰新幹線あり（米子まで）

伯備あり 山陰（米子まで）＆伯備あり
 

図-4 GDP増分推移（複線フル規格） 

表-10山陰新幹線建設費用 

 
 

表-11伯備新幹線建設費用 
単位：億円

単線 複線フル規格

用地費 1400.9 1,454.3

路盤費（複線） 0.0 0.0

　〃　　（単線） 0.0 0.0

橋梁費（複線） 2989.2 3,189.9

　〃　　（単線） 92.4 0.0

隧道費（複線） 0.0 3,160.6

　〃　　（単線） 2114.4 0.0

軌道費 459.2 650.2

停車場費 614.0 614.0

車庫・検査修繕施設費 782.4 782.4

諸建物費 18.7 18.7

電灯・電力線費 162.9 162.9

通信線路費 176.3 176.3

運転保安設備費 268.9 268.9

防護施設費 67.2 67.2

電車線路費 99.7 141.2

変電所費 383.7 383.7

工事関係 1454.1 1,671.6

計 11,084.2 12,742.0

費目
伯備新幹線

 
 

表-12建設費用まとめ 
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（約 1.2％増），山陰伯備整備では，鳥取県で約

20.5 万人増（約 33.2％増），島根県で約 19.5 万人

増（約 29.0％増），岡山県で約 2.3 万人増（約

1.6％増）となった．現在，新幹線が通ることのな

い鳥取県，島根県においては，両新幹線の開通によ

り大幅な人口増となる結果となった．とりわけその

傾向は，伯備新幹線開通における島根県の人口に顕

著に出ている．こちらは前述したように現在，3 時

間近くを要する出雲市-岡山間の移動が 60 分ほどに

短縮したためであると考えられる． 

b) 地域内総生産（GRP）について 

 GRPについては，新幹線建設時の2031年から供用

開始10年目の2055年までの累積額を，整備しない場

合に比較して算出した結果を掲載する．まず単線で

建設した場合の結果を図-7に示す．整備された新幹

線の沿線府県（福井県，京都府，兵庫県，鳥取県，島

根県，岡山県）では，軒並みGRPが増加することとなっ

た．山陰新幹線（米子まで整備）では，鳥取県で約1.81

兆円，島根県で約1.39兆円，福井県で約0.22兆円，京

都府で約0.18兆円，兵庫県で約0.13兆円の累積効果

となった．また伯備新幹線整備では，鳥取県で約

2.97兆円，島根県で約5.81兆円，岡山県で約0.72兆

円となった．伯備新幹線の効果が山陰新幹線に比し

て，大きい理由は先の岡山-出雲市間の所要時間短

縮によるものであると考えられる．またいずれのケ

ースにおいても累積効果の合計は各新幹線の建設費

を超えるものとなった．累積額について複線で整備

した場合の結果は図-8に示す． 

 

5．  結論 

 

本研究では，山陰，伯備新幹線整備を想定し，マ

クロ経済上の影響及び沿線府県をはじめとする地域

人口，経済力に関する分析を行った．その結果，マ

クロモデルではこれらの新規新幹線の整備を行うと

現状に比較して GDP の増進が認められる結果とな

り，マクロ経済に一定の効果があることが確認され

た．地域モデルについては，これら新幹線整備が鳥

取県，島根県をはじめとする沿線府県に建設費を超

える経済効果をもたらす結果となり，中国地方にお

ける両新幹線の整備の意義が確認されたといえる． 

日本全体において人口， GRP は関東や近畿といっ

た地域に偏在している．災害リスク緩和，均衡ある

国土の発展へむけた各種機能の分散化がなされるこ

とが今後のあるべき日本の国土体系であると考えた

とき，今回取り上げた山陰地方に代表されるような

新幹線の通っていない地域に整備を行うということ

は，先に述べた均衡ある国土実現に向けた必要条件

であると考えられる． 
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A quantitative analysis of the effect of Sanin and Hakubi Shinkansen network expansion 

on National Economy and Land Structure 

Sho KATAOKA, Hirotaka UEDA,Yuichiro KAWABATA,Masatoshi HATOKO and 

Satoshi FUJII 

 

In this study, we conducted a quantitative analysis using MasRAC proposed in previous studies to ex-

amine the effects of the Sanin-Hakubi Shinkansen on the national and regional economies. Paying atten-

tion to the cumulative GDP up to the 10th year of service, the maximum of about 3 trillion yen was 

achieved by the Sanin Shinkansen, and the maximum of about 4 trillion yen was achieved by the Hakubi 

Shinkansen. In both Tottori and Shimane prefectures, the Sanin Shinkansen improved the population by 

about 6 to 10%, and the cumulative effect of GRP was about 1.4 trillion yen and about 1.8 trillion yen, 

respectively. In the construction of the Hakushin Shinkansen, the population increased by about 14% in 

Tottori Prefecture and about 26% in Shimane Prefecture. The cumulative GRP was about 3.0 trillion yen 

in Tottori Prefecture and about 5.8 trillion yen in Shimane Prefecture. With the improvement of the 

Sanin and Hakushin Shinkansens, population increases of approximately 30-40% in Tottori and Shimane 

prefectures, and GRP increased by approximately 6.9 trillion yen and approximately 6.3 trillion yen,  

The significance of expansion of he Shinkansen network in the Chugoku region was confirmed anew. 
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